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【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】 

当社は、上記の基本的な考え⽅に基づき、コーポレートガバナンス・コード（2018 年６⽉ 1 ⽇付改訂版）
の各原則の内、以下を除く全ての原則を実施しております。 

  
【原則 4-11 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】について実施しない理由 
＜ジェンダーや国際性の⾯を含む多様性と適正規模＞について 

原則に規定されているところの「取締役会は、その役割・責務を実効的に果たすための知識・経験・能⼒を全
体としてバランス良く備え」、「多様性と適正規模を両⽴させる形で構成されるべき」は、当社がこれまで、まさに
留意してきたことであります。⼀⽅、多様性としてジェンダーや国際性を考慮するのは当然ですが、「ジェンダーや
国際性の⾯」を必ず含めて適正規模と両⽴させた構成にすることは約束できませんし、現実的でもありません。
取締役会の実効性確保のために⼤切なのは、取締役の“属性”ではなく、“資質”であると考えます。 

 
【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開⽰】 
【原則 1-4 政策保有株式】 

当社は、政策保有株式に関する⽅針（縮減⽅針及び議決権⾏使基準）を策定、開⽰しています。 
（１）政策保有株式に関する考え⽅ 

当社は、保有の意義・合理性が認められる場合を除き、原則として上場株式を政策保有株式として保有
しません。保有の意義・合理性については、発⾏会社との企業連携や事業シナジーが⾒込めるか、また保有
に伴う便益やリスクが資本コストに⾒合っているかを毎年個別銘柄ごとに検証した上で判断します。その結
果、保有の意義・合理性が乏しいと判断される株式については、適宜株価や市場動向その他の事情を考慮
しつつ売却します。 

2020 年 3 ⽉末時点の政策保有株式に対する検証結果は以下のとおりです。なお、当社は、個別銘柄
ごとの経済合理性の検証及び保有意義の確認を、毎年、経営審議会で⾏い、結果を取締役会に報告して
います。 

   経済合理性は、個別銘柄ごとに、配当⾦や関連取引の収益が当社の資本コストを上回っているか否かを
検証していますが、検証対象の⼤半の銘柄の関連収益が当社の資本コストを上回っていることが確認されま
した。  

上記に加え定性的な保有意義についても確認し、このうち継続して保有するとした銘柄については、投資
先との取引関係の維持・強化や企業連携・事業シナジーが⾒込めることなどを保有⽬的としていることが確認
されました。 

併せて、保有の意義・合理性が希薄化してきたことなどから、売却を検討していく銘柄も確認されました。な
お、2019 年度は、保有意義の希薄化が認められた５銘柄について売却を実施し、売却⾦額は 1,411 百
万円でした。 
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（２）政策保有株式に係る議決権⾏使について 
議決権⾏使は投資先との対話の重要な⼀⼿段であり、当社はすべての政策保有株式について議決権を

⾏使します。議決権の⾏使にあたっては、定型的・短期的な基準で画⼀的に賛否を判断するのではなく、当
該投資先企業の経営⽅針・戦略等を⼗分検討した上で、当社及び投資先企業の持続的な成⻑と中⻑
期的な企業価値向上につながるかどうか等の視点に⽴って判断し、議案ごとに確認を⾏います。特に株主利
益に⼤きな影響を及ぼしうる以下の項⽬については、慎重に検討した上で賛否を判断します。 

①重要な資産の譲渡  
②合併または完全⼦会社等による株式の異動  
③有利発⾏による第三者割当増資  
④敵対的買収防衛策の導⼊ 

 
【原則 1-7 関連当事者間の取引】 

当社は、役員（取締役⼜は執⾏役）との間で、万⼀会社法に定める利益相反取引を⾏う場合は、会社
法及び取締役会規則に基づき取締役会の承認決議を得ることとしております。また、役員による利益相反取
引を把握すべく、役員及びその近親者（⼆親等内）と当社グループとの間の取引（役員報酬を除く）の有無
等を毎年定期的に役員各々に確認しております。このほか、当社と主要株主や⼦会社・関連会社等の関連当
事者との取引については、当社及び株主共同の利益を害することのないよう、第三者との取引と同様に権限規
程に基づき社内承認⼿続きを実施することとしております。 
 
【原則 2-6 企業年⾦のアセットオーナーとしての機能発揮】 

当社は、財務担当執⾏役、⼈事部⻑、経理部⻑、財務部⻑、労働組合等で構成される年⾦資産運⽤
委員会を設置し、企業年⾦の適切な運⽤及び管理を⾏っています。 

また、企業年⾦が運⽤の専⾨性を⾼めてアセットオーナーとして期待される機能を発揮できるよう、経理・財
務部⾨での業務経験を有する適切な資質を持った⼈材を運⽤担当者に配置しています。なお、2021 年 3
⽉に、当社は企業年⾦として⽇本版スチュワードシップ・コードの受⼊れを表明しました。国内上場株式について
は、⽇本版スチュワードシップ・コードの受⼊れを表明している運⽤機関に運⽤を委託し、そのスチュワードシップ
活動のモニタリングを実施しています。 

企業年⾦の受益者と会社との間に⽣じ得る利益相反については、①運⽤機関の選定において運⽤実績な
どの定量⾯のみならず、運⽤機関の投資⽅針、運⽤体制、コンプライアンス等の定性⾯からも総合的に評価を
⾏う ②運⽤機関における利益相反管理に係る⽅針の策定・公表を求める ③議決権⾏使の判断は委託先
運⽤機関の判断に⼀任し当社の介⼊の余地を排除する等により、適切に管理しています。 
 
【原則 3-1 情報開⽰の充実】 

当社は、法令に基づく開⽰を適切に⾏うことに加え、当社の意思決定の透明性、公正性を確保し、実効的
なコーポレート・ガバナンスを実現するとの観点から以下の事項について開⽰し、主体的な情報発信を⾏っており
ます。具体的には、当社ウェブサイト、統合報告書、CSR レポート、コーポレート・ガバナンス報告書、事業報告
その他の報告書、及び株主総会参考書類等において情報開⽰し、加えて「経営⽅針説明会」、「個⼈投資
家向け会社説明会」などにおいても主体的な情報発信を⾏っております。  
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（１）経営理念及び経営計画  
経営理念及び経営計画は、統合報告書及び当社ウェブサイトで開⽰しております。また「経営⽅針説明会」 

「個⼈投資家向け会社説明会」などにおいても積極的に説明しております。本コーポレート・ガバナンス報告書で
は、以下のとおりリンクを設けております。 
経営理念・・・当社ウェブサイトにおいて開⽰しておりますコニカミノルタフィロソフィーをご参照ください。 

https://www.konicaminolta.com/jp-ja/corporate/vision.html 
経営計画・・・当社ウェブサイトにおいて開⽰しております中期経営計画をご参照ください。 
        なお、当社では 2020 年度から始まる新しい中期経営計画の策定を進めて参りましたが、新型コ

ロナウイルス感染症の拡⼤により、世界各地において経済活動の制限が継続されている状況にお
きましては、計画の KPI を合理的に設定することが困難であるため、発表時期を未定としておりま
す。今後、計画の KPI の設定が可能になった時点で、速やかに発表いたします。 

 https://www.konicaminolta.com/jp-
ja/investors/management/midterm_plan_presentations/index.html 
 
（２） コーポレートガバナンスに関する基本的な考え⽅と基本⽅針 

当社ウェブサイトにおいて開⽰しておりますコーポレートガバナンス基本⽅針をご参照ください。 
https://www.konicaminolta.com/jp-ja/investors/management/governance/ 

 
（３）執⾏役及び取締役の報酬を決定するに当たっての⽅針と⼿続き  

本報告書 II.１.【インセンティブ関係】「該当事項に関する補⾜説明」及び【取締役・執⾏役報酬関係】「報
酬の額⼜はその算定⽅法の決定⽅針の開⽰内容」をご参照ください。  
 
（４）執⾏役の選解任及び取締役候補の指名を⾏う際の⽅針と⼿続き 
（ａ）執⾏役の選解任を⾏う際の⽅針と⼿続き 

取締役会は、当社グループにおける新しい価値の創造を可能とし、かつ、当社の社内外のステークホルダーか
ら⼗分に納得を得ることができ、執⾏役たるに相応しい⼈材を公正かつ適時適切に選任いたします。その判断
基準として「執⾏役選定基準」を定めます。「執⾏役選定基準」において、当社グループ内外における経営執⾏
に関する能⼒及び経験、⼜は⾼度の専⾨的知識・技術、再任時の年齢制限等からなる資格基準、及び⾼い
倫理観、顧客優先主義、イノベーション、情熱をもった実現へのコミット等の価値基準を充たす執⾏役を選定し
ます。 

新任執⾏役の選定プロセスでは、経営幹部候補者研修を経た執⾏役候補者に対して、書類及び⾯接によ
る１次審査のうえ、外部の視点と⽇常接している内部関係者の視点の両⽅を取り⼊れた客観性及び妥当性
の⾼い判断を⾏うためにアセスメントを実施しております。その結果を踏まえ、代表執⾏役及び⼈事担当執⾏
役で構成される評価会議において、執⾏役候補者群を決定します。 

代表執⾏役社⻑は次期執⾏体制を編成する際、執⾏役候補者群の中から執⾏役として適任と判断する
者を選択し、次期執⾏役選定案を作成し、「執⾏役の担当職務⼀覧表」と合わせて取締役会へ提案いたしま
す。 
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なお、指名委員会は、上記の取締役会提案に先⽴ち、代表執⾏役社⻑から次期執⾏役選定案を含む、
次期執⾏体制案及び各執⾏役の担当職務案の報告を受け、プロセスの妥当性を含めて監督します。 

指名委員会は執⾏役候補者の⼈物像を観察する場が重要と考え、取締役会への陪席や取締役懇談会
への報告等の機会を活⽤します。代表執⾏役社⻑から上記執⾏役⼈事案の報告を受けた時には、指名委員
会はその内容に関して議論を持ち、候補者の適格性や育成課題等の⾒解を取りまとめ、代表執⾏役社⻑にフ
ィードバックします。 

また、取締役会は、執⾏役を解任するか否かを決定する際にも「執⾏役選定基準」を⼗分考慮します。 
（ｂ）取締役候補の指名を⾏う際の⽅針と⼿続き 

指名委員会は、毎年取締役会・委員会の構成や選任基準のレビューから始めること、キャリア・スキルのバラ
ンス・多様性の観点から審議すること等により、取締役候補の選定を充実させることを⽅針に掲げ、以下のプロ
セスで選定を⾏っております。 
＜取締役全体＞ 

①取締役会構成の在り⽅をレビューし、取締役会の総⼈数、社外取締役、執⾏役を兼務しない社内取締
役、執⾏役兼務の社内取締役それぞれの⼈数案を確認します。 

②在任年数⼜は年齢の基準に従い退任予定の取締役を確認し、社外取締役・社内取締役別に新任の
候補者とする⼈数を想定します。 

＜社外取締役＞ 
③「社外取締役」の候補者の選定にあたり、指名委員会で進め⽅を確認した上、当社の経営課題に対する

有益な監督や助⾔が得られるように、再任予定の社外取締役との組み合わせにおいて、新任社外取締
役に求める要件（キャリア・スキル）を決定します。 

④委員⻑は指名委員及び他の社外取締役、代表執⾏役社⻑に各⾃の情報に基づいて、幅広く候補者を
推薦することを要請します。なお、参考情報として、優良企業の「会⻑」等を中⼼に独⽴性、年齢、兼職
状況等の情報を含めて事務局が作成した候補者データベースを指名委員等へ配付します。 

⑤上記により集約した被推薦者から、指名委員会は後段に⽰す次の事項を考慮して候補者を絞り込み、
順位を決定します。 
・取締役選任基準 
・社外取締役の独⽴性基準 
・社外取締役に求めるキャリア・スキルとそのバランス・ダイバーシティ 

⑥候補者の順位に従い、指名委員会委員⻑と取締役会議⻑が訪問し、社外取締役就任を打診します。 
＜社内取締役＞ 

⑦「社内取締役」の候補者は、執⾏役社⻑の次年度執⾏体制構想を取締役会議⻑と共有した上で、次
の点を重視して、⾮執⾏取締役候補者案、執⾏兼務取締役候補者案を取締役会議⻑と代表執⾏役
社⻑で議論し、指名委員会に共同提案します。 
・取締役選任基準 
・「執⾏役を兼務しない取締役」と「執⾏役を兼務する取締役」それぞれの役割 
・「執⾏役を兼務しない取締役」と「執⾏役を兼務する取締役」それぞれに必要な能⼒・経験等の考え⽅ 

⑧原案を基に指名委員会において審議します。 
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〔取締役選任基準〕 
指名委員会は、透明性、健全性、効率性を果たす企業統治を実⾏するに相応しい取締役として以下の基

準を満たす者を選任することとしています。 
①⼼⾝ともに健康であること 
②⼈望、品格、倫理観を有していること 
③遵法精神に富んでいること 
④経営に関し客観的判断能⼒を有するとともに、先⾒性、洞察⼒に優れていること 
⑤当社主要事業分野において経営判断に影響を及ぼすおそれのある利害関係・取引関係がないこと、及び

産官学の分野における組織運営経験、⼜は技術、会計、法務等の専⾨性を有していること 
⑥社外取締役については、出⾝の各分野における実績と識⾒を有していること、取締役としての職務遂⾏を

⾏うための⼗分な時間が確保できること、及び必置三委員会のいずれかの委員としての職務を遂⾏する
資質を有していること 

⑦取締役の再任における留意事項及び通算任期数・年齢等の要件は別途定める。社外取締役の在任期
間は原則４年までとする 

⑧その他、株式公開会社としての透明性と健全性・効率性を果たす企業統治機構構築の観点から、取締
役に求められる資質を有していること 

 
〔社外取締役の独⽴性基準〕 

社外取締役の独⽴性基準については、本報告書 II.１【独⽴役員関係】「その他独⽴役員に関する事項」
をご参照ください。 
 
〔社外取締役候補に求めるキャリア・スキル及びそのバランス・ダイバーシティ〕 

①取締役の多様性については、指名委員会規程の「取締役選任基準」の中で「産官学の分野における組
織運営経験、⼜は技術、会計、法務等の専⾨性を有していること」「社外取締役については、出⾝の各
分野における実績と識⾒を有していること」と定めています。 

②取締役会が戦略的な⽅向付けを⾏うために、強化⼜は補充を要する資質・能⼒・経験を検討します。 
③取締役会において当社の経営課題に対する有益な監督や助⾔が得られるように、再任予定の社外取締

役及び新任候補者に関して、出⾝業種・主な経営経験及び得意分野等の「キャリア・スキルマトリックス
表」を作成し、キャリア・スキルのダイバーシティを考慮します。 

④性別、国籍・出⾝国・⽂化的背景、⼈種・⺠族などを理由に取締役候補の対象外とすることはありませ
ん。 

 
〔社内取締役の役割と候補者選定の考え⽅〕 

①取締役会議⻑は、取締役会を招集し、議⻑を務めるだけでなく、コーポレートガバナンスの実効性向上を
統括する役割を担います。取締役会においては⾃由闊達で建設的な議論とすべく議事を進⾏するととも
に、⾃⾝も監督や助⾔の観点から適宜質問等の発⾔を⾏います。また、取締役会実効性評価の結果を
踏まえ、取締役会運営⽅針を策定し、定時株主総会後の取締役会において説明します。 
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取締役会議⻑には、当社の経営を熟知し、実効性の⾼い経営の監督が成し得ることから前代表執⾏役
社⻑を選任しています。なお、当社のコーポレートガバナンス基本⽅針及び経営組織基本規則において
は、社外・社内に関わらず、執⾏役を兼務しない取締役を取締役会議⻑とする旨を定めています。 

②常勤の監査委員として監査委員会において⼀定の監査の質の確保を担うことができる者を執⾏役を兼務
しない社内取締役に選定します。常勤の監査委員等を担う社内取締役には、監査委員会の実効性を
⾼めるため、当社執⾏役としての豊富な経営執⾏の経験が重要と考えますが、特に経理・財務⼜は内部
監査、事業管理、主⼒事業経営の経験を有することを重要な選任条件としています。 

③執⾏役兼務の社内取締役には、取締役会において執⾏に関する説明責任を果たすとともに活発かつ本
質的な審議を⾏うため、代表執⾏役社⻑の他、経験・能⼒・資質を有することに基づき、経営戦略、経
理・財務、技術、主⼒事業等の主要な職務を担当する執⾏役であることを選任条件としています。 

 
（５）主要な職務を担当する執⾏役及び取締役候補の個々の選任・指名の理由 
（ａ）主要な職務を担当する執⾏役の個々の選任の理由（2021 年４⽉１⽇現在） 

取締役会において、主要な職務を担当する執⾏役を選任した個々の理由は、次のとおりであります。 
 
「ＣＥＯ」︓⼭名 昌衛（代表執⾏役社⻑） 

当社主⼒の情報機器事業の事業責任者、グループ経営戦略担当等として経験と実績を有するとともに、
2014 年 4 ⽉から代表執⾏役社⻑として、当社グループの経営をリードし、中期経営計画「TRANSFORM 
2016」及び「SHINKA 2019」の推進により企業価値の向上に注⼒してきた。更に、当社の事業転換、DX
（デジタル事業変⾰）による持続的成⻑を⽬指す次期中期経営計画の策定、厳しい経営環境への対応を
推し進め、持続的な利益成⻑を牽引する経営トップとして最も適任であるため。 
 
「情報機器事業管掌 兼 経営企画、IR、広報 担当」︓⼤幸 利充（専務執⾏役） 

当社主⼒の情報機器事業において、⽶国販売⼦会社 CEO をはじめ、事業企画本部⻑、プロフェッショナル
プリント事業本部⻑及びオフィス事業本部⻑を歴任し、同事業に関する経験と実績を有するとともに、同事業に
関する投資家との対話や全社中期経営計画策定の経験と実績を有するため。 
 
「経営管理、経理、財務、リスクマネジメント 担当」︓畑野 誠司（常務執⾏役） 

当社において中期経営計画の策定並びに成⻑事業及び M&A の推進を統括した経験に加え、経理及び
財務をはじめ当社グループの経営管理並びにリスクマネジメントの改⾰・改善の実績を有するため。 
 
「技術担当」︓江⼝ 俊哉（常務執⾏役） 

当社において、システム技術開発センター⻑、IoT サービス PF 開発統括部⻑、画像 IoT ソリューション事業
担当等を歴任し、技術戦略・事業戦略の⽴案と実践並びに IoT ⼈財の育成・強化により、当社画像 IoT サ
ービスビジネスの基盤作りを進めた経験と実績を有する。当社が進める、DX による⾼付加価値ビジネスへの転
換に貢献できるため。 
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（ｂ）取締役候補の個々の指名の理由 
指名委員会において取締役候補者を選定した個々の理由は、次のとおりであります。なお、社外取締役候

補者の選任理由は、本報告書Ⅱ.１.「社外取締役に関する事項」をご参照ください。 
 
〔社内取締役候補者とした理由〕（第 116 回定時株主総会） 
松﨑 正年（取締役会議⻑）︓ 

当社及びグループ会社において、分社・持株会社制の下で情報機器事業の開発責任者及び商品戦略責
任者、基礎研究及び要素技術開発を担った⼦会社の社⻑、当社技術戦略担当役員などを歴任、2009 年
4 ⽉から 2014 年 3 ⽉まで代表執⾏役社⻑として当社グループの経営をリードし、豊富な経験と実績を有して
いる。2014 年 4 ⽉からは取締役会議⻑として、コーポレートガバナンスの実効性の更なる向上に努めている。 

当社の経営を熟知した監督専任者ならではの取締役会の議題選定、社外取締役の持ち味を引き出す⼀
⽅、それを補完する質問・意⾒により監督の質を⾼めていることが毎年実施している取締役会実効性評価で確
認されている。また当社の持続的成⻑・企業価値向上を⽬指したコーポレートガバナンス改⾰を主導している。
これらの実績を踏まえ、引き続き取締役候補者とした。なお、同⽒は常勤の取締役会議⻑として⼗分に時間を
確保の上、その任に当たっている。 
 
⼭名 昌衛（代表執⾏役社⻑）︓ 

当社及びグループ会社において、経営戦略・IR 担当役員、情報機器事業の販売本部⻑、事業責任者な
どを歴任し、豊富な経験と実績を有している。2014 年 4 ⽉から代表執⾏役社⻑として、当社グループの経営
をリードし、中期経営計画「TRANSFORM 2016」及び「SHINKA2019」の推進により企業価値の向上に注
⼒してきた。前中期経営計画「SHINKA2019」についてはその進捗を振り返り、引き続き経営に活かしている。 

当社グループのＣＥＯとして、当社の事業転換、DX（デジタル事業変⾰）による持続的成⻑を⽬指す次
期中期経営計画の策定、厳しい経営環境への対応を推し進めている。取締役会において代表執⾏役として
説明責任を果たす⼀⽅、経営上重要な意思決定の強化に貢献するため、引き続き取締役候補者とした。 
 
伊藤 豊次︓ 

当社は、監査委員会の実効性を⾼めるため、豊富な経営執⾏経験と⾼度な情報収集⼒を有する常勤の
社内取締役を監査委員に選定することが重要と考えている。伊藤豊次⽒は監査委員として執⾏の経営会議
に陪席し、取締役会から執⾏役に委任された業務に関する決定プロセスの妥当性や内部統制システムの運⽤
状況等を把握するとともに、その内容をフィードバックすることで、監査委員会としての情報の質と量の最適化を
図る職務を担う。 

伊藤豊次⽒は当社の⽣産技術及び⼦会社の経営管理、常務執⾏役として経営品質の改⾰等を担当し、
豊富な経験並びに経営管理及び内部統制に関する相当程度の知⾒を有している。2018 年度からは執⾏役
を兼務しない社内取締役として経営の監督に専念するとともに、監査、報酬の各委員会においては社内委員と
して的確に役割を果たした。 

当社のガバナンスの維持・向上により企業価値の向上につなげるため、引き続き取締役候補者とした。 
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鈴⽊ 博幸︓ 
当社は、監査委員会の実効性を⾼めるため、豊富な経営執⾏経験と⾼度な情報収集⼒を有する常勤の

社内取締役を監査委員に選定することが重要と考えている。鈴⽊博幸⽒は監査委員として執⾏の経営会議
に陪席し、取締役会から執⾏役に委任された業務に関する決定プロセスの妥当性や内部統制システムの運⽤
状況等を把握するとともに、その内容をフィードバックすることで、監査委員会としての情報の質と量の最適化を
図る職務を担う。 

鈴⽊博幸⽒は監査委員会室において監査委員会を補佐する事務局職務を経験した後、執⾏役経営監
査室⻑として内部監査を担当し、豊富な経験並びに内部統制に関する相当程度の知⾒を有している。2019
年度からは執⾏役を兼務しない社内取締役として経営の監督に専念するとともに、監査、報酬の各委員会に
おいては社内委員として的確に役割を果たした。 

当社のガバナンスの維持・向上により企業価値の向上につなげるため、引き続き取締役候補者とした。 
 
⼤幸 利充（専務執⾏役）︓ 

⼤幸利充⽒は、当社主⼒の情報機器事業を管掌するとともに、経営企画及び IR 等を担当する専務執⾏
役として、中期経営計画の推進を通じて当社グループの企業価値向上に努めている。取締役会への説明責任
を果たしつつ、併せて経営上重要な意思決定に参画するため、引き続き取締役候補者とした。 
 
畑野 誠司（常務執⾏役）︓ 

畑野誠司⽒は、経営管理、経理、財務及びリスクマネジメントを担当する常務執⾏役として、中期経営計
画の推進を通じて当社グループの企業価値向上に努めている。取締役会への説明責任を果たしつつ、併せて
経営上重要な意思決定に参画するため、引き続き取締役候補者とした。 
 
内⽥ 雅⽂（常務執⾏役）︓ 

内⽥雅⽂⽒は、技術全般を担当する常務執⾏役として、中期経営計画の推進を通じて当社グループの企
業価値向上に努めている。取締役会への説明責任を果たしつつ、併せて経営上重要な意思決定に参画する
ため、新たに取締役候補者とした。 
 
【補充原則 4-1-1 取締役会の役割・責務「経営陣に対する委任の範囲」】 

取締役会は、指名委員会等設置会社として法令上許される範囲で業務の決定を執⾏役に⼤幅に委任し
て機動的な業務執⾏を図っております。また、取締役会は、経営の基本⽅針等法令上取締役会の専決事項
とされている事項に加え、⼀定⾦額以上の投資案件等、グループ経営に多⼤な影響を与え得る限られた事項
のみを決定いたします。 
 
【原則 4－9 独⽴社外取締役の独⽴性判断基準及び資質】 

独⽴性判断基準は本報告書 II.１.【独⽴役員関係】「その他独⽴役員に関する事項」、資質については
本報告書Ⅰ.1.【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開⽰】「社外取締役候補に求めるキャリア・ス
キル及びそのバランス・多様性」をそれぞれご参照ください。 
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【補充原則 4-11-1 取締役会全体としてのバランス、多様性及び規模に対する考え⽅】 
当社は、取締役会で取り扱うべき経営課題を勘案し、定款の定める取締役の⼈数の範囲内で取締役会を

構成します。その際の考え⽅は、以下のとおりであります。 
（１）経営の透明性及び監督の客観性を確保するため、取締役総数の３分の１以上を独⽴社外取締役と

するとともに、過半数を「執⾏役を兼務しない取締役」とする。 
（２）経営の監督機能をより充実させるとともに、独⽴社外取締役との連携及び執⾏役との連絡・調整を強

化するため、「執⾏役を兼務しない社内取締役」を複数名置く。 
（３）経営上重要な意思決定における審議をより充実させるため、代表執⾏役社⻑の他、主要な職務を担

当する執⾏役数名を取締役とする。 
（４）指名・監査・報酬の三委員会は透明性・客観性を担保する点から各委員⻑を社外取締役から選定す

るとともに、各委員会が⼗分機能するように５名前後で構成し、過半数を独⽴社外取締役とする。 
（５）「執⾏役を兼務しない社内取締役」、「執⾏役兼務の社内取締役」及び「社外取締役」それぞれの⼈

数構成と組み合わせを考慮すると、現在、取締役会の規模は 10 名から 12 名程度が適当と考える。 
（６）取締役会の多様性については、本報告書Ⅰ.1.【3-1 情報開⽰の充実】「社外取締役候補に求める

キャリア・スキル及びそのバランス・ダイバーシティ」に記載している。特に、「ジェンダーや国際性の⾯を含む多
様性と適正規模」に対する考え⽅は「コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由」に記載し
ている。 

 
【補充原則 4-11-2 取締役の兼任状況】 

当社の指名委員会は、社外取締役の選任基準として「職務遂⾏を⾏うための⼗分な時間が確保できるこ
と」と定めるとともに、候補者の選定においてはその兼任状況を慎重に確認しております。なお、第 116 回定時
株主総会で選任された取締役の兼任状況は以下のとおりであります。  
なお、当社は、全ての取締役に対して、80％以上の出席率を要請するとともに、その実現のために当社以外の
兼職（会社法上の役員就任）は原則３社以内を⽬安としています。 
 
＜主な兼任状況(2021 年 4 ⽉ 1 ⽇現在）＞ 
・松﨑 正年（取締役会議⻑） 

いちご株式会社（社外取締役）、株式会野村総合研究所（社外取締役）、株式会社 LIXIL（社外
取締役） 

・⼋丁地 隆（社外取締役） 
⽇東電⼯株式会社（社外取締役）、丸紅株式会社（社外取締役） 

・藤原 健嗣（社外取締役） 
旭化成株式会社（特別顧問）、コクヨ株式会社（社外取締役）、株式会社ＩＨＩ（社外取締役） 

・程 近智（社外取締役） 
アクセンチュア株式会社（相談役）、三井住友 DS アセットマネジメント株式会社（社外取締役）、株式
会社マイナビ（社外取締役）、株式会社三菱ケミカルホールディングス（社外取締役） 
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・橘・フクシマ・咲江（社外取締役） 
Ｇ＆Ｓグローバル・アドバイザーズ株式会社（代表取締役社⻑）、ウシオ電機株式会社（社外取締
役）、九州電⼒株式会社（社外取締役） 

・佐久間 総⼀郎（社外取締役） 
⽇本製鉄株式会社（顧問） 

 
【補充原則 4-11-3 取締役会の実効性評価】 

当社は、2003 年に「委員会等設置会社」（現「指名委員会等設置会社」）に移⾏しましたが、「コーポレ
ートガバナンスの仕組みが意図したとおりに機能しているか否か」をチェックするために、その翌年から取締役会の
実効性に関する⾃⼰評価を開始しました。以降、毎年実施することで改善に活かしております。2016 年度に
は、「第三者」の視点を⼊れることで客観性を⾼めること、並びに従来の「⾃⼰評価」では気付いていなかった課
題を明らかにすることを意図し、アンケート及びインタビューを外部機関に委託しました。 

現在では、⾃⼰評価アンケートの内容を毎年⾒直しながら、「評価結果の分析、次年度取締役会運営⽅
針の策定、運営計画の策定、実⾏」という PDCA サイクルを回し、取締役会の実効性を継続的に⾼めるツー
ルとして活⽤しています。 
2019 年度は、当社コーポレートガバナンスがその⽬的である持続的な成⻑及び中⻑期的な企業価値の向上
の実現にかなうものであるか否かを確認するため、基本に⽴ち戻り、コーポレートガバナンス・コード（以下、「Ｃ
Ｇコード」という。）各原則に関する実質的な対応状況と課題を把握することを狙いとしました。 
（１）実施プロセス 

2019 年度に関する実効性評価は、以下のスケジュールで実施しました。 
・2020 年 4 ⽉ アンケート配付、回収 
・2020 年 5 ⽉ アンケート評価結果集約 

取締役懇談会を開催し、集約内容を基に意⾒交換 
・2020 年 6 ⽉ 取締役会議⻑による「取締役会運営⽅針（2020 年度）」の説明 

（当社定時株主総会直後の取締役会において） 
（２）実施対象 

全取締役 
（３）実施の⽬的 

評価結果を踏まえ、次年度に取締役会として取り組むべき事項を明らかにし、更なる実効性の向上を図るた
め。 
（４）設問の構成 

・取締役会の役割・責務 
・独⽴社外取締役の役割・責務等 
・審議の活性化のための情報⼊⼿・⽀援体制・トレーニング 
・三委員会の役割・責務 
・取締役会の構成・運営実態 
・株主の権利・平等性の確保 
・株主以外のステークホルダーとの適切な協働 
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・適切な情報開⽰・透明性の確保 
・株主との対話 

（５）実効性評価の結果 
選択式及び記述式のアンケートへの各取締役の回答を集約・分析した上で、全取締役による意⾒交換の

場を持つことにより、以下のように評価しました。 
（ａ）取締役会の役割・責務 

各取締役の取締役会・三委員会への出席率は 100%であり、取締役会はＣＧコード基本原則４で⽰さ
れるように、株主からの受託者責任と株主への説明責任を認識し、会社と株主の共同の利益のために適切に
⾏動している。特に、監督を担う取締役会と CEO を中⼼とする執⾏陣のバランスがとれた中で、企業戦略等
経営の⼤きな⽅向性について建設的な議論が出来ている。ただし、執⾏陣の適切なリスクテイクにはリスクアナリ
シスの更なる⾼度化をはじめ、執⾏陣の迅速・果断な意思決定に対する取締役会のサポートに⼯夫を要する。 
（ｂ）独⽴社外取締役の役割・責務等 

取締役会には⾃由闊達で建設的な議論・意⾒交換を尊ぶ気⾵があり、独⽴社外取締役は執⾏陣と取締
役に対する実効性の⾼い監督を⾏うとともに、⾃らの知⾒に基づき、持続的な成⻑及び中⻑期的な企業価値
の向上を図るとの観点から助⾔を⾏っている。当社コーポレートガバナンス基本⽅針において、必要と考える場
合に開催する旨定めた「独⽴社外取締役のみの会合」については、試⾏することを確認した。 
（ｃ）審議の活性化のための情報⼊⼿・⽀援体制・トレーニング 

取締役会資料の事前配付はタイミング及び電⼦化において改善されているものの、更なる改善が期待されて
いる。国内・海外の⼯場視察や各事業の社内発表会「価値創造フォーラム」への参加、取締役からの要請によ
る担当執⾏役とのフォローミーティングを個別に実施する等、情報提供の⽀援は適切に運営されている。 
（ｄ）三委員会の役割・責務 

指名委員会は、取締役選任議案の内容の決定に加え、CEO 後継者計画の監督を適切に実施している。
併せて、取締役会及び指名委員会は、執⾏陣の評価及び⼈事を概ね適切に⾏っているが、CEO 解任基準
については客観性、透明性、適時性の観点からの再点検を⽰唆する意⾒があった。 

監査委員会は、内部統制やリスク管理体制の構築及び運⽤の状況を適切に監督し、「守りの機能」を発揮
している。 

報酬委員会は、健全なインセンティブとして執⾏陣の報酬制度の設計・改定及び報酬額の決定を適切に実
施しているが、経営環境の⼤きな変化の中で再点検を⽰唆する意⾒があった。 
（ｅ）取締役会の構成・運営実態 

取締役会の⼈数規模及び広義の多様性は、当社ガバナンスの⽬的に照らして適切である。取締役会議⻑
の議題選定は⾮常に的確であり、闊達な議論がファシリテイトされている。また、事務局のサポート体制は概ね
適切であることを確認した。なお、今後の取締役会では、グローバル経営の監督を充実するため、海外⼦会社
の責任者からの報告機会づくりに配慮する。 
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（ｆ）ガバナンスその他全般〔株主の権利・平等性の確保、株主以外のステークホルダーとの適切な協働、適
切な情報開⽰・透明性の確保、株主との対話〕 
株主の権利・平等性の確保、株主以外のステークホルダーとの適切な協働、適切な情報開⽰・透明性の確

保、株主との対話について、それぞれ適切であるとの⼀定程度の評価が得られているが、「当社グループ内の異
なる経験・技能・属性を反映した多様性確保の状況」、「健全な事業活動倫理の尊重に加えて醸成して⾏き
たい企業⽂化・⾵⼟」、「⾮財務情報の開⽰や法令に基づく開⽰以外の情報提供の状況」、「株主から当社へ
の期待」について、取締役会の議題とすることによりさらに監督の充実を図る。 
（ｇ）2019 年度取締役会運営⽅針に掲げた事項の取り組みについて 

次期中期経営計画の策定過程における戦略議論の深化をはじめ、運営⽅針に掲げた事項は概ね実施さ
れたことを確認した。また、執⾏陣による取締役会での説明や資料が改善されたことにより本質的な議論につな
がっている。 
（６）2020 年度の取締役会運営⽅針概要 

取締役会実効性評価の結果及び取締役懇談会における意⾒交換の内容を踏まえ、取締役会議⻑が以
下を⾻⼦とする 2020 年度の運営⽅針を策定し、定時株主総会直後の取締役会で説明を⾏いました。 

・取締役会における質疑の質を維持・向上させる。 
・執⾏陣の挑戦を後押しし、果断かつ迅速な意思決定をサポートする。 
・取締役会の議題を引き続きさらに充実させる。 
・取締役会を補完して実効性を⾼めるための取組みを⾏う。 
・実効性向上に資する意⾒を施策として取り⼊れる。 

 
【補充原則 4-14-2 取締役・監査役のトレーニング】 
 当社は、取締役選任基準に従い、取締役に求められる資質を有する者を指名委員会において取締役候補
者に選定しますが、新任取締役の知識、経験等の実情に合わせてトレーニングの必要性を確認し、必要な場
合はその機会を適宜、提供いたします。 
（１）新任の独⽴社外取締役には、就任に当たり当社グループの組織、事業及び財務をはじめ、中期経営

計画の内容及び進捗状況などの情報提供を⾏います。また、各事業及びコーポレート横断機能に関する
基本情報の提供を⾏います。 

（２）独⽴社外取締役には、当社各事業の開発、⽣産、販売及びサービス等の現場への視察を実施し、担
当の執⾏役から最新の情報提供を⾏います。 
なお、2019 年度の実績は以下のとおりです。 

（ａ）国内視察（⽣産拠点、販売拠点。含む⼦会社。） 
合計２回実施。延べ３名の社外取締役が参加。 

（ｂ）海外視察（⽣産拠点、販売拠点。含む⼦会社。） 
１回実施。２名の社外取締役が参加。 

（ｃ）各事業の社内発表会（価値創造フォーラム） 
延べ７名の社外取締役が４つの事業領域の社内発表会（価値創造フォーラム）に参加。 

（ｄ）執⾏役コンファレンス（戦略議論、課題検討） 
５名の社外取締役がオブザーバーとして参加（１回） 
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（ｅ）社外展⽰会 
延べ３名の社外取締役が⼆つの社外展⽰会に参加。 

（３）新任の社内取締役には、外部機関が実施するガバナンスに関する研修の機会を提供するとともに、社
外取締役・社内取締役に各種セミナーの情報を連絡し、適宜参加する機会とします。 

 
【原則 5-1 株主との建設的な対話に関する⽅針】 
 当社は、株主及び投資家の皆様との建設的な対話を促進し、これにより当社の持続的な成⻑と中⻑期的な
企業価値の向上に資するよう、積極的な IR（Investor Relations︓投資家向け広報）活動に努めていま
す。このような考えに基づき、当社は以下の取り組みを⾏っております。 
（１）株主との対話に関する経営陣の指定 

当社は、株主及び投資家の皆様との建設的な対話には代表執⾏役社⻑が中⼼となってこれにあたり、IR
担当の執⾏役及び IR 担当部⾨がこれを補佐し推進する体制をとっています。 
（２）社内部署の有機的な連携のための取組み 

当社は、株主及び投資家の皆様との対話につき、IR 担当部⾨が中⼼となってその促進にあたり、経営管
理、経理、財務、法務、サステナビリティ推進部⾨及び各事業部⾨等が連携してこれを⽀援しています。また、
IR 担当部⾨は、適時かつ適切な対話に資するべく、経営審議会等の主要な会議や企業情報開⽰委員会と
も有機的連携を図っております。 
（３）個別⾯談以外の対話の⼿段の充実に関する取組み 

当社は、株主総会を株主の皆様との重要な対話の場と位置付け、株主総会において、当社事業に関し⼗
分かつ分かり易い情報開⽰に努め、株主の皆様からの信任を得られるような運営に努めております。また、当社
は、四半期毎に実施している「決算説明会」に加え、代表執⾏役社⻑による「経営⽅針説明会」、「個⼈投資
家向け会社説明会」等を随時開催し、株主及び投資家の皆様とのより緊密なコミュニケーションの実現に努め
ております。 
（４）株主の意⾒・懸念のフィードバックのための取組み 

当社は、株主及び投資家の皆様との対話において把握されたご意⾒や当社に関する懸念を含めた情報が
代表執⾏役社⻑から取締役会、経営執⾏会議等の主要会議において適宜、報告しております。 
（５）インサイダー情報の管理に関する取組み 

当社は、重要な会社情報の開⽰が適時適切かつ公正に⾏われることを保証するための「企業情報開⽰委
員会」を設けて情報開⽰⼿続きの整備を⾏っております。また、「グループインサイダー取引防⽌規程」に則り、
重要事実についてはそれを保有する部署の責任者が情報を管理する責務を負い、開⽰は適時適切かつ公正
に⾏うこととして、⼀部の株主及び投資家の皆様にのみこれを提供することのないよう情報管理の徹底に努めて
おります。 
（６）そのほかの取組み 

当社は、株主名簿上の株主だけでなく、実質株主判明調査等により実質的に投資判断や議決権⾏使を
⾏う株主の把握に努めており、これら実質株主との対話も重視しております。 
株主及び投資家の皆様に対する開⽰においては、財務情報の開⽰に加え、代表執⾏役社⻑の中⻑期視点
での経営に対する考え⽅（事業ポートフォリオの⾒直しや経営資源の配分等に関する具体的施策を含む）、
ESG（環境、社会及びガバナンス）情報などの⾮財務情報の提供についても、より⼀層注⼒しております。 
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・執⾏役に対する「中期株式報酬（業績連動型）」は、中期経営計画の終了後、⽬標達成度に応じて
0％〜200％の範囲で当社株式を交付するものとし、中期経営計画の⽬標達成へのインセンティブを⾼
めるとともに⾃社株保有の促進を図る。中期の業績⽬標は、中期経営⽅針を勘案し重要な連結経営指
標（営業利益・営業キャッシュフロー・ROIC）とする。 

・取締役（⾮執⾏の社内取締役）並びに執⾏役に対する「⻑期株式報酬」は役員退任後、役位または
役割、及び在任年数に基づき当社株式を交付するものとし、⻑期的な株主価値向上への貢献意欲を⾼
める。 

・年度毎の基準株式数は、中期経営計画の初年度に役位別に設定する。 
・株式の交付時には、⼀定割合について株式を換価して得られる⾦銭を給付する。 
・株式報酬として取得した当社株式は、原則退任後 1 年が経過するまで継続保有することとする。 

（５）執⾏役に対する「固定報酬」「年度業績連動⾦銭報酬」「株式報酬」の⽐率は、最⾼経営責任者で
ある執⾏役社⻑において 50︓25︓25 を⽬安とし、他の執⾏役は固定報酬の⽐率を執⾏役社⻑より⾼
めに設定する。 
また、「株式報酬」における「中期株式報酬（業績連動型）」と「⻑期株式報酬」の⽐率は 60︓40 を⽬
安とする。 

（６）国内⾮居住者の報酬については、法令その他の事情により上記内容とは異なる取扱いを設けることが
ある。 

（７）報酬委員会は、重⼤な会計上の誤りや不正による決算の事後修正が取締役会において決議された場
合、業績に連動する報酬の修正につき審議し、必要な場合は報酬の⽀給制限⼜は返還を求める。 

（８）経営環境の変化に対応して報酬⽔準、報酬構成等について適時・適切に⾒直しを⾏っていく。 
 
＜業績連動報酬の指標、当該指標を選択した理由及び業績連動報酬の額の決定⽅法＞ 
（１）年度業績連動⾦銭報酬 
（ａ）指標、並びに当該指標を選択した理由 

①「業績⽔準部分」の指標は、グループ連結営業利益額です。これは、執⾏役が果たすべき業績責任を
測る上で、営業利益額は最も適切な指標の⼀つと判断したためであり、より⾼い営業利益⽔準を達成
することで、持続的成⻑と企業価値向上を⽬指しています。 

②「業績⽬標達成度部分」の指標は、コーポレート部⾨並びに基盤事業部⾨の場合、営業利益額、営
業利益率、営業キャッシュフロー並びに KMCC-ROIC としております。これらは当社の持続的成⻑及び
中⻑期的な企業価値の向上を強く意識したもので、営業利益額は基盤事業の稼ぐ⼒を強化するた
め、営業利益率は⾼収益体質への転換を実現するため、営業キャッシュフローは適時適切な戦略展開
及び配当の原資確保のため、KMCC-ROIC は投下資本効率の向上のために選定したものでありま
す。 
なお、それぞれの指標は同様のウエート付け（25％）としております。 
また、新規事業部⾨の場合、事業特性や年度重点施策に合わせて、事業部⾨ごとに設定した個別⽬
標を指標としております。 

③「個⼈別評価部分」は、各執⾏役の重点施策の推進状況等を指標とします。「業績⽔準部分」及び
「業績⽬標達成度部分」とは異なる視点、項⽬で評価を⾏うためです。 
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（ｂ）報酬額の決定⽅法 
①「業績⽔準部分」は、当該年度におけるグループ連結の営業利益実績額により求められる単価に役位

別ポイントを乗じて⽀給額を算定します。なお、当該単価は、あらかじめ設定されたテーブルに従い決定
します。 

②「業績⽬標達成度部分」は、コーポレート部⾨並びに基盤事業部⾨の場合、当該各指標のウエート付
けを反映し算出した年度業績⽬標達成率に役位別標準額を乗じて⽀給額を算定します。基盤事業
部⾨担当の執⾏役は当該事業連結業績、コーポレート部⾨担当の執⾏役はグループ連結業績を適
⽤しております。 
また、新規事業部⾨担当の執⾏役は、当該事業部⾨の個別⽬標達成率に役位別標準額を乗じて
⽀給額を算定します。 
なお、⽀給率は⽬標達成度に応じて 0％〜200％の幅で変動します。 

③「個⼈別評価部分」は、「業績⽔準部分」標準額と「業績⽬標達成度部分」標準額の合計値に対し
て、代表執⾏役社⻑が原案を策定した執⾏役ごとの評価（－30%〜＋30%の範囲で評価）を乗
じて⽀給額を算定します。 

④上記３項⽬の⽀給額は、報酬委員会で審議、決定します。 
（２）中期株式報酬（業績連動型） 
（ａ）指標、並びに当該指標を選択した理由 

当社の持続的成⻑及び中⻑期的な企業価値の向上のために、営業利益額、営業キャッシュフロー並
びに ROIC を指標（全てグループ連結）としております。 
営業利益額は基盤事業の稼ぐ⼒を強化するため、営業キャッシュフローは適時適切な戦略展開及び
配当の原資確保のため、ROIC は中⻑期的な投下資本効率向上のために選定したものであります。 
なお、それぞれ 40％、30％及び 30％のウエート付けとしております。 

（ｂ）報酬額の決定⽅法 
①中期経営計画期間の累積営業利益額⽬標達成率に 40％を乗じた値、同期間の累積営業キャッシ

ュフロー⽬標達成率に 30％を乗じた値、並びに同期間の平均 ROIC ⽬標達成率に 30％を乗じた値
の合計に対して、同期間の役位別標準ポイント累計を乗じ、１ポイントあたり１株として交付株式数を
算定します。 
なお、⽀給率は⽬標達率度に応じて 0％〜200％の幅で変動します。 

②役位別標準ポイントは、役位別原資額を基準株価で除して算定します。 
③基準株価は、当社が委託者として設定した信託が株式報酬に必要な数の当社株式を株式市場で買

付けた際の平均取得株価（加重平均）とします。 
④上記株式交付数は、報酬委員会で審議、決定します 
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２．業務執⾏、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制
の概要）       
（１）取締役会の活動状況 

①開催頻度 
2019 年度は計 12 回開催いたしました。 

②主な検討事項 
2019 年度には、３カ年中期経営計画「SHINKA 2019」の最終年にあたり、基盤・成⻑・新規それ
ぞれの事業領域における各事業戦略と重要施策の進捗状況の振り返りを監督するとともに、次期中期
経営計画の策定に向けた審議等を⾏いました。 

③個々の取締役の出席状況 
2019 年 6 ⽉ 18 ⽇開催の定時株主総会で取締役 3 名が退任し、3 名が新たに就任しましたが、
2019 年度には取締役全員が全ての取締役会に出席し、出席率 100%でした。 

（２）業務執⾏  
（ａ）取締役会から執⾏役への権限委譲 

取締役会は、業務執⾏の決定の権限を⼤幅に代表執⾏役社⻑に委任し、取締役会が決定すべき事項と
して「経営の基本⽅針」等業務執⾏の基本的な事項に重点的に取り組むとともに経営執⾏状況の監督に注
⼒しております。  
（ｂ）業務執⾏体制  

取締役会は執⾏役を選任し、その中から代表執⾏役及び執⾏役社⻑その他の役付執⾏役を選定するとと
もに、執⾏役の職務の分掌及び指揮命令関係等を定めます。代表執⾏役社⻑その他の執⾏役は、取締役
会決議により委任を受けた業務の執⾏の決定と業務の執⾏を⾏います。  
（ｃ）経営審議会  

代表執⾏役社⻑の意思決定をサポートする機関として経営審議会を設置し、グループ経営上の重要事項
の審議を⾏います。  
（３）社外取締役が当社の企業統治において果たす機能及び役割  

当社は、⼀般株主の⽬線に基づく監督機能を充実することが重要と考え、指名委員会が定めた独⽴性基
準及び株式会社東京証券取引所有価証券上場規程第 436 条の２に定める独⽴役員の基準に沿って独
⽴性の⾼い社外取締役を選任しております。⽇常的な役割としては、経営陣や特定のステークホルダー（⼤株
主・取引先・関係会社等）から独⽴した⼀般株主の視点に⽴ち、特に株主と経営陣との間で利益相反が⽣
じるケースにおいて、⼀般株主の保護並びに株主共同の利益の確保のために経営の監督を担っております。社
外取締役は取締役会の中で、執⾏役からの提案、あるいは重要課題の検討状況報告に対して、⼀般株主の
視点に⽴ち発⾔することに加え、豊富な企業経営経験に基づいて適宜、助⾔を⾏い、経営戦略の⾼度化及
び経営の効率性の向上に貢献しております。また、指名・監査・報酬の三委員会においては、社外取締役が各
委員⻑を務めることにより透明性の向上に貢献しております。  

なお、社外取締役として有⽤な⼈材を迎え⼊れて、期待される役割が充分に発揮できるよう、当社は社外
取締役との間で、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。  
（４）指名  
（ａ）本報告書Ⅰ.1.【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開⽰】「（４）執⾏役の選解任及び

取締役候補の指名を⾏う際の⽅針と⼿続き」をご参照ください。 
（ｂ）指名委員会の活動状況 

①機能、役割 
・株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案の内容を決定します。 
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・代表執⾏役社⻑から、適切な時期に後継者の計画（育成と選定）についての報告を受け、監督を
⾏います。 

②開催頻度 
2019 年度は計 6 回開催いたしました。 

③主な検討事項 
2019 年度には、本報告書 I.１.【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開⽰】【原則 3-1 
情報開⽰の充実】（４）執⾏役の選解任及び取締役候補の指名を⾏う際の⽅針と⼿続き（ｂ）
取締役候補の指名を⾏う際の⽅針と⼿続き、及び同（５）主要な職務を担当する執⾏役及び取締
役候補の個々の選任・指名の理由（ｂ）取締役候補の個々の指名の理由に記載のとおり、取締役
候補者の選定を⾏いました。また、代表執⾏役社⻑から後継者選定計画に関する報告を受け、継続
的に監督を⾏ないました。 

④個々の委員の出席状況 
2019 年度には委員全員が全ての委員会に出席し、出席率 100%でした。 

（５）監査・監督 
（ａ）監査体制  

本報告書Ⅱ.1.【監査体制】に記載のとおりであります。  
（ｂ）会計監査  

①監査法⼈ 
2019 年度においては、当社は、当社グループの会社法監査と⾦融商品取引法監査について、あずさ
監査法⼈と監査契約を締結しております。 

②継続監査期間 
2007 年 3 ⽉期以降。 

③業務を執⾏した公認会計⼠及び監査業務に係る補助者の構成 
（業務を執⾏した公認会計⼠）  
指定有限責任社員 業務執⾏社員 ⼤⾕ 秋洋 
指定有限責任社員 業務執⾏社員 ⼭邉 道明 
指定有限責任社員 業務執⾏社員 佐藤 洋介 

（監査業務に係る補助者の構成）  
公認会計⼠ 32 名、その他 29 名の計 61 名となっております。 

（ｃ）監査委員会 
①機能、役割 

   本報告書Ⅱ.1.【監査体制】に記載のとおりであります。 
②開催頻度 

2019 年度は計 13 回開催いたしました。 
③社内監査委員の役割・活動 

当社は、執⾏役を兼務しない社内取締役を常勤の監査委員として調査を担当する委員に選定し、⽇
常の監査活動を通じて情報を収集させるとともに、社外監査委員が過半数を占める監査委員会での
報告を通じて監査の質と量の向上に努めて、監査委員会の実効性を⾼めております。 
社内監査委員は、主に次の活動を⾏っております。 
・執⾏の重要な会議に陪席し、取締役会から執⾏役に委任された業務に関する決定プロセスの妥当

性や内部統制システムの運⽤状況等を監視しております。  
・国内外の⼦会社を含む事業所を往査し、現場責任者からの聴取を通じて、各社、各事業所の実態

把握に努めております。 
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・内部監査部⾨である経営監査室や⼦会社監査役から相当な頻度でモニタリング報告を受け、気づき
事項などの意⾒交換を通じて、連携して監査機能の充実に努めております。 

・会計監査⼈と相当な頻度で会合をもち、会計監査上の重要検討事項等について積極的な意⾒・情
報交換を⾏うなど、連携して適正で厳格な会計監査が実施できるよう努めております。 

（６）報酬決定 
（ａ）報酬決定に関する⽅針は、本報告書Ⅱ．1.「報酬の額⼜はその算定⽅法の決定⽅針の開⽰内容」 

に記載のとおりであります。 
（ｂ）報酬委員会の活動状況 

①機能、役割 
   取締役及び執⾏役が受ける個⼈別の報酬、賞与その他の職務執⾏の対価として会社から受ける財産

上の利益の内容を決定します。 
②開催頻度 

2019 年度は計 7 回開催いたしました。 
③主な検討事項 

2019 年度には、役員の個⼈別の報酬の決定に先⽴ち、報酬体系及び報酬⽔準のレビューを⾏いま
した。その上で、2020 年度報酬決定⽅針及び役員報酬スキームの⼀部改定に⾄る審議、決定等を
⾏いました。 

④個々の委員の出席状況 
2019 年度には委員全員が全ての委員会に出席し、出席率 100%でした。 

 
３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

当社は、持続的な成⻑及び中⻑期的な企業価値の向上に資するコーポレート・ガバナンスには、経営の執
⾏における適切なリスクテイクを促す⼀⽅、執⾏に対する実効性の⾼い監督機能を確⽴し運⽤することが必要
と考え、監督側の視点からコーポレート・ガバナンスの仕組みを構築しました。会社法上の機関設計としては、
「委員会等設置会社」（現「指名委員会等設置会社」）を 2003 年に選択するとともに、属⼈性を排したシ
ステムとして、コニカミノルタ流のガバナンスをこれまで追求してきました。 

当社のガバナンス体制に関する基本的な考え⽅は以下のとおりであります。 
・経営の監督と執⾏を分離し、企業価値向上に資するべく経営の監督機能を確保する。 
・株主の⽬線からの監督を担うことができる独⽴社外取締役を選任する。 
・これらにより経営の透明性・健全性・効率性を向上する。 

 
＜コーポレートガバナンス体制の構築、実効性向上への取り組みの変遷＞ 
2000 年度 ・執⾏役員制の導⼊、取締役数の削減 
2002 年度 ・独⽴社外取締役を 2 名招聘 

・取締役の任期を 1 年に短縮 
2003 年度 ・経営統合により、コニカミノルタホールディングス(株)発⾜ 

・委員会等設置会社へ移⾏ 
・経営組織基本規則を制定 
・独⽴社外取締役を 2 名から 4 名に増員 
・報酬決定⽅針を制定 

2004 年度 ・取締役会の実効性に関する⾃⼰評価（アンケート⽅式）を開始 
2005 年度 ・退職慰労⾦を廃⽌し、株式報酬型ストック・オプションを導⼊ 
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2006 年度 ・指名委員会に取締役会議⻑が参画 
・相談役制度を廃⽌ 
・社外取締役 2 名による初の海外拠点（中国⽣産⼦会社）視察を実施 
・ 「社外取締役の独⽴性」運⽤基準を制定 

2009 年度 ・報酬決定⽅針における業績連動報酬の内容を⼀部改定 
2010 年度 ・取締役会規則を⼀部改定 
2014 年度 ・取締役会の実効性に関する⾃⼰評価（アンケート⽅式）の結果を踏まえた「取締役会の年度

運営⽅針」の策定を開始 
2015 年度 ・「コーポレートガバナンス基本⽅針」を制定 

・代表執⾏役社⻑による「後継者の計画」の監督を指名委員会において開始 
2016 年度 ・取締役会の実効性評価に関するアンケート及びインタビューの実施を外部機関に委託 
2017 年度 ・報酬決定⽅針を改定し、株式報酬型ストック・オプションに替えて、中期業績連動株式報酬を

導⼊ 
2018 年度 ・取締役会規則を⼀部改定 

・独⽴社外取締役を 4 名から 5 名に増員 
2019 年度 ・社外取締役にタブレット端末を配付し、取締役会資料の電⼦配信を開始 
2020 年度 ・報酬決定⽅針における業績連動報酬並びに株式報酬を⼀部改定 
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Ⅳ内部統制システム等に関する事項 
 
１．内部統制システムに関する基本的な考え⽅及びその整備状況        

当社は、会社法に定める「監査委員会の職務の執⾏のため必要なものとして法務省令で定める事項」(会
社法第 416 条第１項第１号ロ)、及び「執⾏役の職務の執⾏が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制その他株式会社の業務並びに当該株式会社及びその⼦会社から成る企業集団の業務の適正
を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備」（会社法第 416 条第１項第１号
ホ）に関して、取締役会において決議を⾏っております。その概要は以下のとおりであります。  

（１）監査委員会の職務の執⾏のために必要な事項  
（ａ）監査委員会の職務を補助すべき使⽤⼈として、常勤の使⽤⼈を配置した「監査委員会室」を設置し、

監査委員会の事務局にあたるほか、監査委員会の指⽰に従いその職務を⾏う。また、その旨を社内規則に
明記し、周知する。  

（ｂ）前号の使⽤⼈の執⾏役からの独⽴性及び同使⽤⼈が監査委員会から受ける指⽰の実効性を確保す
るため、当該使⽤⼈の任命、異動、懲戒等の⼈事権に関わる事項は、監査委員会の事前の同意を得る。  

（ｃ）当社の経営監査室、リスクマネジメント委員会、コンプライアンス委員会等の当社グループの内部統制を
所管する執⾏役は、監査委員会に定期的に、かつ報告すべき緊急の事項が発⽣した場合や監査委員会か
ら要請があった場合は遅滞なく、その業務の状況を報告する。また、当社⼦会社の内部監査部⾨、リスク管
理部⾨及びコンプライアンス部⾨並びに監査役は、当社監査委員会から要請があった場合は遅滞なく、その
業務の状況を報告する。  

（ｄ）当社は、監査委員の職務の執⾏について⽣ずる費⽤等を⽀弁するため必要かつ妥当な額の予算を確
保して運⽤する。  

（ｅ）当社は、監査委員会が選定した監査委員に対し、経営審議会をはじめとする主要な会議に出席する
機会を提供する。また、経営監査室、リスクマネジメント委員会、コンプライアンス委員会等の内部統制を所
管する執⾏役は、当該監査委員から調査・報告等の要請があった場合は遅滞なく、これに応ずる。  

（２）執⾏役の職務の執⾏が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社グループの業
務の適正を確保するための体制の整備に関する事項  

（ａ）各執⾏役は、執⾏役の⽂書管理に関する規則及びその他の⽂書管理に関する社内規則類の定める
ところに従い、経営審議会をはじめとする主要な会議の議事録、稟議決裁書その他その職務の執⾏に係る
情報を適切に保存し閲覧が可能なように管理する。  

（ｂ）当社は、当社グループの事業活動に関する諸種のリスク管理を所管するリスクマネジメント委員会を設
置し、リスクマネジメント委員会規則に従い、取締役会で指名された執⾏役が以下を含むリスク管理体制の
構築と運⽤にあたる。  
・当社グループの事業活動に関する事業リスク及びオペレーショナルリスクについては、執⾏役の職務分掌に基

づき各執⾏役がそれぞれの担当職務ごとに管理することとし、リスクマネジメント委員会はそれぞれを⽀援す
る。また、リスクマネジメント委員会は、グループ経営上重要なリスクの抽出・評価・⾒直しの実施、対応策
の策定、管理状況の確認を定期的に⾏う。 
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・取締役会で指名された危機管理担当執⾏役は、企業価値に多⼤な影響を与えることが予想される事象
であるクライシスによる損失を最⼩限にとどめるための対応策や⾏動⼿順であるコンティンジェンシープランの
策定にあたる。  

・当社グループ各社におけるリスクマネジメント体制の構築と運⽤の強化を⽀援する。  
（ｃ）当社は、事業活動全般の業務の遂⾏状況を合法性と合理性の観点から評価・改善するために、当社

グループの内部監査を担当する経営監査室を置き、内部監査規則に従い、内部監査体制の構築と運⽤に
あたる。  

（ｄ）当社は、当社グループにおける財務報告に係る内部統制システム及びその運⽤の有効性を評価する体
制の構築と運⽤にあたる。  

（ｅ）当社は、当社グループのコンプライアンス体制の構築と運⽤を所管するコンプライアンス委員会を設置し、
コンプライアンス委員会規則に従い、取締役会で指名された執⾏役が以下を含むコンプライアンス体制の構
築と運⽤にあたる。  
・当社グループにおけるコンプライアンスとは、企業活動にあたって適⽤ある法令はじめ、企業倫理、社内規則

類を遵守することと定義づけ、このことを当社グループで働く⼀⼈ひとりに対して周知徹底させる。  
・コニカミノルタグループ⾏動憲章を定め、これを当社グループ全体に浸透させるとともに、この理念に基づき、コ
ンプライアンス⾏動指針等を制定する。  
・当社グループ各社におけるコンプライアンス推進体制を構築させ、運⽤させる。特に、当社グループ各社社

⻑に対する監督機能を整備することにより、各社の不正を防⽌する。  
・当社グループのコンプライアンスの違反を発⾒⼜は予⾒した者が通報できる内部通報システムを構築し、運

⽤するとともに、当該通報をしたこと⾃体による不利益取り扱いの禁⽌を社内規則に明⽰し周知する。特
に、当社グループ各社からの内部通報を当社が直接受け付けるなどして不正の隠蔽を防⽌する。また、内
部通報システムの担当部署は、通報の内容・状況について定期的に監査委員会に報告する。  

（ｆ）当社は、当社グループ各社の内部統制の実効性を確保するための体制を整え、グループ各社社⻑の
内部統制に関する意識付け、理解促進を図るとともに、各社の特性を考慮した内部統制システムの構築・
運⽤の⽀援にあたる。当社は、専任組織を当社内に設置し、当社グループ各社における内部統制強化を⽀
援する。 

（ｇ）当社は、経営組織基本規則を定め、前各号の体制を含み、当社及び当社グループの経営統治機構
を構築する。また当社は、経営審議会その他の会議体及び権限規程等の社内規則類を通じて、当社グル
ープにおける業務の適正を確保するための体制の構築と運⽤に努め、更に当社グループの事業活動の全般
にわたる管理・運営の制度を必要に応じて⾒直すことによって業務遂⾏の合法性・合理性及び効率性の確
保に努める。また、当社は、権限規程等の社内規則類等に基づき、⼦会社の重要な業務執⾏、経理・財
務執⾏、⼈事その他重要な情報について、経営審議会その他の会議体等を通じて当社への定期的な報告
⼜は事前承認申請をさせる。 

 
当社は、上記（１）及び（２）に定めた体制を整備し、その⽅針に基づき以下のような取り組みを⾏って

おります。 
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当社の経営監査室、リスクマネジメント委員会、コンプライアンス委員会等の当社グループの内部統制を所管
する執⾏役並びに使⽤⼈は、監査委員会に対し、毎⽉書⾯にて、また定期的な会合にて、その業務の状況を
報告し、また必要に応じ、内部統制上の重要事項や課題につき、説明しました。 

調査を担当する監査委員は、当期中に開催されたすべての経営審議会、その他各事業の運営会議等の重
要な会議に出席し、意思決定の過程及び内容、執⾏役及び使⽤⼈の職務の遂⾏状況を確認しました。 
 
＜リスクマネジメント＞ 

当社は、リスクマネジメント委員会を定期的（年２回）及び必要に応じて臨時に開催しています。この委員
会では、企業活動に関して抽出されたリスクとその対応策を策定するとともに、リスクマネジメントシステムが有効
に機能しているかどうかの検証・評価を⾏います。2019 年度は、同委員会を２回開催し、2018 年度から引
き続き、主に⽶中貿易摩擦に端を発したグローバルでの保護主義的な潮流に対し、事業に影響度の⾼い地
域・国に適⽤される制裁や新たな法規制等の定期的なモニタリングを実施しました。 

当社は、クライシスに迅速・適切に対応するためにクライシス発⽣時の報告ルールを設け、執⾏役や当社⼦
会社役員等に周知しています。その報告ルールに沿って、世界各地で発⽣した災害事故、その他のクライシスに
関する情報を危機管理担当執⾏役が集中管理しています。特に、2019 年から発⽣した新型コロナウイルス
感染症につきましては、最⾼責任者たる代表執⾏役のもと、危機管理担当執⾏役を危機管理委員⻑とする
社内臨時体制を早期に⽴ち上げ、対応に当たっております。 
 
＜品質リスク低減・品質不正防⽌への取組状況＞ 

当社は、全社横断機能として品質本部を設置し、当社製品の品質維持と不良品の市場流出防⽌、並び
に品質に関するガバナンスの強化に努めております。2019 年度は、「安全性評価ガイドライン」、「製品セキュリ
ティガイドライン」、「品質不正防⽌ガイドライン」などを徹底し、市場製品の品質確保、セキュリティ強化及び品
質不正予防を図りました。 
 
＜内部監査＞ 

当社は、グループ全体の内部監査機能を担う経営監査室を設置しています。 
経営監査室は、代表執⾏役社⻑の直轄組織としてグループ全体の内部監査機能を担い、当社及び当社

⼦会社の内部監査を⾏っています。監査にあたっては、財務報告の信頼性、業務の効率性及び有効性、法令
遵守の観点から、リスクアプローチによる効率的な監査を進めています。また、監査の指摘事項に対してどのよう
な改善に取り組んでいるかを検証するフォローアップ監査も実施しています。 

さらに、主要な⼦会社にも内部監査部⾨を設置し、当社の経営監査室との連携を図りながら、グループの内
部監査機能を強化しています。2019 年度は、地域⾃律型のグループ監査体制確⽴を⽬指すべく、欧州販売
⼦会社の監査体制整備を進めました。 
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＜財務報告に係る内部統制＞ 
当社では、企業の不正会計を防⽌し、財務報告の信頼性を確保することを⽬的とした⾦融商品取引法に

従い、当社⼦会社を含む連結グループ 139 社を対象とした社内評価に基づいて内部統制報告書を作成し、
会計監査⼈による内部統制監査を経て、有価証券報告書と併せて提出しています。2019 年度は新たに買
収したフランスの⼦会社及びそのグループ会社を含む合計 13 社に対し、当社の内部統制評価を新規導⼊し
ました。また、新リース会計基準の適⽤に伴い、必要となる業務プロセスの確⽴とその⽂書化を⾏う等の対応を
進めています。 
 
＜コンプライアンス＞ 

代表執⾏役社⻑のもと、取締役会で任命されたコンプライアンス担当執⾏役がグループコンプライアンス推進
上の重要事項を決定し、コンプライアンスを推進、統括する責務を負っています。その遂⾏のため、コンプライアン
ス担当執⾏役の諮問機関として、事業及びコーポレートの各機能を担当する執⾏役で構成される、「グループコ
ンプライアンス委員会」を組織しています。また、コンプライアンス担当執⾏役は、さらに、欧州、北⽶、中国及び
東南アジアにおける各担当エリアのコンプライアンス推進⽀援役を任命し、海外各地域の実情に応じたコンプライ
アンス推進活動を当社⼦会社社⻑とともに実⾏しています。 

2019 年度は、当社の内部通報制度の整備・運⽤が適切であることが認められ、消費者庁所管の「内部通
報制度認証」の⾃⼰適合宣⾔登録事業者として登録されました。また、コンプライアンス意識向上を⽬的とし
て、当社および⽇本・海外⼦会社の全役員・全従業員からコンプライアンス最優先の宣⾔を取得するとともに、
その機会を活⽤して内部通報制度の周知を図っています。 
 
＜内部通報制度＞ 

当社は、内部通報窓⼝の整備、充実に取り組んでいます。⽇本では、当社グループの従業員が、代表執⾏
役社⻑、コンプライアンス担当執⾏役、法務部⻑⼜は外部の弁護⼠に、電話、電⼦メール、⼿紙など複数の
⼿段によりコンプライアンス上の問題を連絡、相談する窓⼝を設けています。北⽶、欧州、中国及び東南アジア
についても、それぞれ全域をカバーする連絡・相談窓⼝を設置しています。 

2019 年度は、⽇本の内部通報窓⼝には 32 件、海外における内部通報窓⼝には 47 件の通報がありま
したが、重⼤な法令違反に関するものはありませんでした。 

内部通報を受けた場合には、通報者に不利益を与えないことを確保して調査などを実施し、早期解決を当
該部署に指⽰しています。また、コンプライアンス担当執⾏役は、これらの内部通報情報を定期的に監査委員
会に報告しています。 
 
＜グループ会社管理＞ 

当社は、当社⼦会社の内部統制を⽀援するための専任組織を設けています。専任組織は、関係部⾨と連
携して、各⼦会社の体制整備や改善活動を⽀援します。2019 年度は、重要な内部統制 37 設問からなる
⾃⼰診断ツールを開発し、各⼦会社が⾃ら診断し改善活動を⾏う仕組みを構築・展開しました。また、海外⼦
会社において会計の不適切処理案件を発⾒したため、地域統括会社と当社内部統制部⾨とが連携して、是
正措置とともに再発防⽌策を講じました。 
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２．反社会的勢⼒排除に向けた基本的な考え⽅及びその整備状況 
（１）基本的な考え⽅  
 当社は、企業⾏動における最⾼位のグループ規範である「コニカミノルタグループ⾏動憲章」の理念に基づき制
定した「コンプライアンス⾏動指針」において、反社会勢⼒とは⼀切関係を持たず、不当要求に対しては毅然と
した態度で臨むことを規定しております。  
 
（２）整備状況  
 当社は、法務部を対応部署とし、コンプライアンスマニュアルにより全従業員に反社会的勢⼒に対する⾏動指
針の周知徹底をはかるとともに、 社内関係部⾨及び外部専⾨機関との協⼒体制を整備しております。 
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上記の定款規定を定めている理由は以下のとおりであります。 
特別決議という株主・当社にとって重要な議案について、万⼀、定⾜数の不⾜という事態が発⽣しますと、可 

決・否決以前に決議そのものが成⽴しなくなるため、会社法の許す３分の１以上という基準に定⾜数を引き下
げることにより、議決権を⾏使する株主の意思を可能な限り議案の採決に反映させるためであります。  
（４）取締役及び執⾏役の責任免除 

当社は、取締役及び執⾏役が、職務の遂⾏にあたり期待される役割を充分に発揮できるようにするため、会
社法第 426 条第１項の規定により、取締役会の決議をもって、同法第 423 条第１項の取締役（取締役
であった者を含む。）及び執⾏役（執⾏役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において免
除することができる旨を定款で定めております。 
（５）適時開⽰体制の概要 

当社は、グループ会社すべての企業情報の開⽰が、関連法規にしたがって迅速、正確かつ公平に⾏われるよ
う、「情報開⽰統制・⼿続き」を制定しております。 

その実⾏を担う組織として、代表執⾏役社⻑直轄の社内委員会「企業情報開⽰委員会」を設置しておりま
す。同委員会は、「情報開⽰統制・⼿続き」に則った企業情報の開⽰を⼀元的に管理・統括し、代表執⾏役
社⻑を補佐しております。 

代表執⾏役社⻑が任命した委員⻑が、経営戦略、リスクマネジメント、CSR、法務、総務やコンプライアンス
等を担当する執⾏役の中から委員を任命し運営しております。同委員会の事務局組織としては、複数の部署
の部⾨⻑や管理職からなる事務局と、関連法規及びコンプライアンスに習熟したメンバーで構成する事務局補
佐担当を設置しております。 
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コーポレートガバナンス体制（内部統制システム含む） 
 

 

 


